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なぜ日本の学校は「分ける」

ことをやめられないのか― イン

クルーシブ教育をめぐる国と国

連のズレ、そして「意思決定支

援」という第三の道 ― 

 2022年、国連障害者権利委員

会は日本政府に対し、特別支援

教育（分離型）からインクルー

シブ教育への転換を求める勧告

を出しました。しかし、そのわ

ずか4日後、日本の文部科学大臣

は「特別支援教育をやめるつも

りはない」と明言しました。 

 この出来事は、単に「国連の勧

告を受け入れなかった」という

表面的な問題ではありません。

両者のあいだには、教育の目的

や価値に関する深い認識のズレ

が存在しています。本稿では、

そのズレの構造を整理したうえ

で、「分離か統合か」という二

項対立そのものを問い直す必要

性、そしてそこから見えてくる

現実的な改革の方向性について

考えたいと思います。 

1. 政府の論理 ― 「分けること

は排除ではない」日本政府の立

場は、概ね次の3点にまとめられ

ます。①多様な学びの場こそイ

ンクルーシブ教育であるという

解釈で、通常学級、通級指導、

特別支援学級、特別支援学校と 

いった複数の選択肢を用意す

ること自体が、一人ひとりの

ニーズに応じた合理的配慮で

あるという考え方です。②特

別支援学校も「一般教育制

度」の一部であるという位置

づけ。障害者権利条約の

「general education 

system」を「教育制度一般」

と訳し、特別支援学校への就

学も排除ではなく制度内の選

択だと解釈しています。 

③「授業がわかること」「達

成感を持てること」を最優先

する教育観で、同じ場で学ぶ

ことよりも、学びが成立する

ことを重視する価値観が根底

にあります。 

2. 国連の論理 ― 「別の場で

学ぶこと自体が分離である」 

 一方、国連障害者権利委員

会の立場は明快です。障害の

ある子どもとない子どもが

別々の環境で学ぶ制度は、教

育の質にかかわらず「分離

（segregation）」であり、

条約が求める「包摂

（inclusion）」とは異なると

しています。 

 条約第24条が求めるのは、

通常の学校の側を変え、そこ

で必要な支援を提供すること

であり、子どもを別の場所へ 

移すことではありません。つまり、

政府は「中身」で判断し、国連は

「場」で判断している。この物差し

の違いが、両者の議論を平行線にし

ているのです。3. なぜ日本ではこ

の溝が埋まらないのか 

 この背景には、少なくとも5つの

構造的要因があります。①学力中心

の教育文化②通常学級で支援を行う

ための人員・予算不足③特別支援学

校が蓄積してきた専門性と保護者の

信頼④「分けることは悪いことでは

ない」という社会的感覚⑤勧告に法

的拘束力がないこと。さらに、障害

のある人と接する機会が少ないまま

育つ多数派が、無意識に「障害者は

自分とは別の存在」と感じやすいと

いう指摘もあります。分離型の教育

制度が、こうした価値観を意図せず

再生産してしまう側面があるのでは

ないかという問いは、国連が繰り返

し示してきた問題意識と重なりま

す。 

4. 「答え」はすでにある ― しかし

全国化されない 

 大阪市立大空小学校（木村泰子・

元校長）や元大阪市立大学・堀智晴

教授の研究は、障害の有無にかかわ

らず同じ教室で学び、支援を教室内

で行うという、国連が求める理念を

現実に体現してきました。文科省も

これらを「優れた実践」として紹介

しています。しかし、これを全国標 
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準のモデルとして制度化すると

は明言していません。 

 理由は理念の是非ではなく、

教員数や予算の制約、特別支援

学校をめぐる利害関係の複雑

さ、そして「制度を壊す改革」

より「現状維持のままの改善」

を選びがちな行政文化にありま

す。ここに見えてくるのは、理

念の対立ではなく、政治的・制

度的な「踏み切れなさ」です。 

5. 「分離か包摂か」という対立

軸そのものの限界 

 理念レベルの主張だけでは、

日本の行政の構造的な慣性を動

かすことは容易ではありませ

ん。政府は勧告を「参考意見」

として扱う余地を持っており、

理念の押し合いは平行線をたど

りがちです。必要なのは、理念

の当否を争うことではなく、現

行制度の具体的な欠陥を指摘

し、実務レベルで動かせる改革

を提案することではないで 

しょうか。 

6. 要望書の意義 ― 今、奈

良県自閉症協会として、こ

の対立軸をずらし、実務の

穴を突く「インクルーシブ

教育システムの方向性と就

学先決定の仕組みに関する

要望書」を文科省などに出

しています。要望書にはこ

の構造を踏まえたうえで、

従来の対立軸とは異なる戦

略を採っています。 

焦点は、「意思の表明が

困難な児童生徒の就学先

を、誰が、どのような手続

きで、何を基準に決めてい

るのか」という、これまで

十分に問われてこなかった

実務上の空白です。この着

眼点が的確である理由は次

の3点です。①政府・国連

双方が否定できない共通原

則に立脚していること②

「本人の意思を最大限尊重 

し、意思決定支援を尽くすべき」とい

う理念は双方に共通しています。③政

府の論理の弱点を突いていること。多

様な学びの場を用意するだけでは、選

択が本人の意思や最善の利益に基づい

ている保証にはなりません。要望書が

示す6つの提案は、この空白を埋める

ものです。 

 大空小学校などの実践知を、理念で

はなく手続き原則の裏づけとして位置

づけ直せること「通常環境を出発点と

する」という手続きの明文化は、財源

や人員配置の議論を経ずとも、制度の

前進を可能にします。 

おわりに 

 日本政府が国連の勧告を退けた背景

には、「自国の制度こそ合理的であ

る」という強い確信があります。しか

しその確信は、本人の意思や最善の利

益がどのように扱われているかとい

う、もっとも基本的な問いに十分答え

られていません。「分離か包摂か」と

いう大きな理念の対立が動かないので

あれば、まずは「決定の手続きが 

本人のためになっているか」と

いう、誰も反対しにくい小さな

問いから制度を動かしていく。

その現実的な意義を、今回の要

望書は示していると言えるので

はないでしょうか。 （河村） 

 

予算等に関する要望書 

日本自閉症協会では、令和 8

年 7 月 24 日（金）に子ども家

庭庁、28 日（火）に文科省、

厚労省に、市川会長今井副会長

が 2027（令和 9）年度の予算

等に関する要望書を提出しまし

た。こども家庭庁では今泉愛障

害児支援課長、今出大輔発達障

害児支援専門官。文科省では、

酒井特別支援教育課企画官、桃

坂企画調整係長、福島庶務・振

興係長齊藤支援総括係課長補

佐、林支援総括係長。また厚労

省では、米田隆文地域生活・発 

達障害者支援室長、山根和

史発達障害施策調整官西尾

発達障害対策専門官の皆さ

まに意見交換のお時間をい

ただき、自閉症協会の要望

についてお伝えしてまいり

ました。 

このことは、ＳＮＳ等でも

発信しております。下記よ

り要望書をお届けしている

様子や要望書の内容がご覧

いただけます。 

https://www.autism.or.jp

/blog260729/ 

 

    

7月 28日に発生した 

令和 8年熊本地震 

昨日の熊本地震で被災された皆様に

は、心よりお見舞い申し上げます。 

 

以下は日本自閉症協会のメールによ

る情報です。 

 

熊本県自閉スペクトラム症協会の坂

口会長にご連絡を取りました。坂口会

長のご自宅等はモノが割れ、ガラス等

も飛散して…という状況ではございま

すが怪我などの被害はなかったとのこ

とです。熊本の南西郡、八代付近から

海に向かい被害が広がっているようで

す。まだ発災直後で現地も混乱の中か

と思いますので、県内会員の方の状況 

や支援の状況等も確認の上、またご連

絡をいただけることとなっておりま

す。ご連絡がございましたら、加盟団

体の皆さまにはご報告させていただき

ます。   （河村） 
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津久井やまゆり園事件から10年

を迎えて  2026 年 7 月 17 日 

一般社団法人 日本自閉症協会 

会長 市川宏伸 

2016 年 7 月 26 日、神奈川県

立「津久井やまゆり園」において、

多くの尊い命が奪われ、多くの人々

が傷つけられるという痛ましい事件

が起きました。あれから 10 年とい

う大きな節目を迎えます。 

事件が起きた場所は、利用者の

皆さんにとって、日々安心して暮ら

す生活の場でした。その場所が突

然、恐怖の現場へと変わったので

す。その時に利用者の方々が味わ

ったであろう恐怖を思うと、胸が張

り裂ける思いです。無抵抗の人々

の命を奪った U 死刑囚に対し、強

い憤りを禁じ得ません。私たちは、

あの日失われた命に改めて深い哀

悼の意を表するとともに、傷を負 

われた方々やご家族の痛みに寄

り添い続けます。私たちは、この

事件を決して風化させず、二度と

このような悲劇を繰り返させな

いという強い決意を新たにしま

す。言葉で意思を伝えることが難

しい重度の知的障害や自閉スペ

クトラム症のある人も、安心して

生きていける社会は、すべての人

にとって安心して暮らせる社会

です。その存在自体にかけがえの

ない価値があることを、私たちは

これからも社会に訴え続けてい

きます。しかし、振り返れば、2004 

年の福岡県・カリタスの家での暴

行・虐待事件、2013 年の千葉県・

袖ケ浦福祉センターでの傷害致

死事件など、痛ましい事件が繰り

返されてきました。今年公表され

た厚生労働省の調査では、障害 

者虐待のうちグループホーム

で発生したものが全体の約3 

割を占めて最も多く、家族に

よる虐待も過去最多を更新し

ています。このように、やまゆ

り園事件という大きな教訓を

経た今なお、障害者虐待は後

を絶っていません。障害者福

祉では、効率性や経済性が重

視される議論が増えていま

す。しかし、それらの議論にお

いても、人の命と尊厳という

福祉の根本的な価値が決して

後景に退くことがあってはな

りません。障害者の命と尊厳

を守るためには、制度や法律

を整えるだけでなく、支援者

が疲弊することなく、高い倫

理観を保ち、日々の実践に誇

りと意欲を持って働ける環境 

を整えることが極めて重要です。そ

して支援の仕事は、障害のある人を

支えるだけでなく、安全で、人を大

切にする社会の実現を支える重要

な役割を担っています。そのことを

社会全体で認識し、その専門性と献

身を正当に評価することが必要で

す。そのことが福祉の質を高め、ひ

いては利用者の安全を守る基盤に

なると考えます。私たちが強く求め

るのは、本人が安心して暮らせる場

所が、これからも継続的かつ安定的

に確保されることです。将来にわた

って、誰もが排除されることなく、

穏やかに暮らし続けられる確かな 

居場所が必要です。障害の有無

にかかわらず、すべての人がそ

の人らしく安心して安全に暮ら

せる社会の実現に向けて、私た

ちはこれからも皆さまとともに

歩み、声を上げ続けていきます。               

以上 

 

 

 

  

 

 

  
 

奈良市内のスーパーで見つ

けたので買ってきました。こ

の映画の宣伝の力の入れ方す

ごいですね。ちなみに発売元

はアスト株式会社さんで東京

都品川区にある会社でした。 
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やまと精神医療センターの看護師２人 重度障害入院患者を虐待 停職に 口に食事詰め込む 

 重度の障害を持つ入院中の男性患者を虐待したとして、国立病院機構近畿グループは「やまと精神医療センター」（奈良県

大和郡山市小泉町）に所属する40代男性看護師を停職2カ月半、50代男性看護師を停職5日の懲戒処分としたと発表した。処

分は5月29日付。同グループによると、40代の男性看護師は、男性患者を引きずって部屋に戻したほか、男性患者の失禁を

患者の服で拭いたなどとしている。50代の男性看護師は食事の介助で男性患者の口に食べ物を詰め込んだほか、男性患者の

服の上から尻などを触ったという。昨年4月に別の職員から報告があり、同センターが同市などに通報して調査していた。 

（ 産経新聞2026/6/2 19:46 Webニュース） 

 

2026年 7月 6日付ピープル・ファーストさんに対して県がしてきた「やまと精神医療センターで

の虐待に対する抗議と質問」に対するご回答の問題点 

①質問 1への回答が完全な「ゼロ回答」 

「個別の事例の対応についてはお答え出来ません」の一文のみ。虐待の事実認定の有無、調査内容、認

定結果--質問書が最も知りたかった核心部分に、県は一切答えていません。虐待対応状況調査の結果

は本来、市町村・都道府県から厚労省への報告義務があり、被虐待者や家族・関係団体への説明を拒む

理由にはならないはずです。 

②質問 2・3・4は「一般論のすり替え」 

やまと精神医療センターで「何が起きて、何をするか」を聞かれているのに、返ってきたのは障害者虐

待防止法や医療観察法の一般的な仕組みの説明だけです。「今回、このセンターに対して具体的に何を

行ったか／行うか」という個別の言及がゼロ。これは典型的な行政の論点ずらしのパターンです。 

③病院側は無回答のまま 

7月 21日という同じ期限を過ぎても、やまと精神医療センター院長からの回答自体がない状態です。

県の回答は「病院への監督権限がある立場」からの説明にもかかわらず、病院の不誠実な対応を問題視

する姿勢も見えません。

 

なお奈良県自閉症協会では令和8年6月5日付でやまと精神医療センター病院長に対し要望書を出し

ています詳細は絆6月号NO333をご覧ください。 
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奈良県発達障害児支援の抜本的見

直し 

― 重度知的障害を伴う自閉症児

の支援が構造的に不足している現

状への警鐘 ―                             

奈良県自閉症協会 河村舟二 

1. 現状の重大な問題点 

奈良県の令和8年度施策は、◯

作業療法士派遣◯公認心理師によ

る行動理解◯感覚統合◯ペアレン

トプログラム◯市町村支援体制の

強化を中心に構成されている。し

かし、県が公表している資料に

は、重度知的障害を伴う自閉症児

の支援に不可欠な以下の専門的手

法がほぼ存在しない。◯PECS

（絵カード交換式コミュニケーシ

ョン）◯ABA（応用行動分析）◯

FBA（機能分析）◯大田ステージ

（構造化支援）◯TEACCH（視覚

支援・環境調整）これは、県の支

援体系が軽度〜中度の発達障害児

に偏り、重度自閉症児のニーズを

制度的に切り捨てている状態であ

る。 

● 行政として看過できない事実 

奈良県の資料には「言語がない

子ども」「重度知的障害」「強度

行動障害の前段階」への具体的支

援がほぼ記載されていない。これ

は、最も支援を必要とする層が、

制度の空白地帯に置かれているこ

とを意味する。 

2. このままでは何が起こるか

（行政責任の観点） 

● ① 強度行動障害の増加 

国の報告書は「幼児期の適切な

支援が強度行動障害の予防につな

がる」と明記している。しかし奈

良県は、その予防に不可欠な

ABA・構造化を体系的に導入して

いない。 

→ 県の支援不足が、将来の強度

行動障害を生み出す原因となる。 

● ② 家族の離職・疲弊・孤立 

言語がない子どもにPECSが導

入されない場合、◯要求が伝わら

ない◯問題行動が増える◯家族が

疲弊する◯介護離職が発生する。

こ 

れは、県の「家族支援」を掲げる

施策と矛盾する。● ③ 保育園・

学校現場の負担増 

構造化支援が導入されないと、

◯パニックまる◯自傷・他害◯授

業参加困難。が増え、現場が疲弊

する。→ 県の支援不足が、教育

現場の安全確保を困難にする。 

● ④ 行政の説明責任の問題 

「最も困難な子どもに必要な支

援が提供されていない」という事

実は、行政として説明責任を果た

しているとは言えない。 

3. 県が直ちに導入すべき支援 

● ① PECSの県内標準化（必

須） 

◯児童発達支援センターにPECS

モデル事業所を指定◯OT・心理

師・保育士へのPECS研修を義務

化◯市町村巡回支援専門員に

PECS導入支援を追加。言語がな

い子どもにコミュニケーション手

段を与えることは、行政の最低限

の責務である。 

 

● ② ABA（応用行動分析）の体

系的導入（必須） 

◯公認心理師向けにABA研修を必

修化◯児童発達支援センターに

ABA専門員を配置◯問題行動の機

能分析（FBA）を市町村支援に導

入◯行動理解だけでは不十分であ

り、行動介入がなければ問題行動

は減らない。● ③ 大田ステー

ジ・TEACCHによる構造化支援

の標準化（必須） 

◯保育園・学校への視覚支援導入

を県が主導◯児童発達支援センタ

ーに構造化専門チームを設置◯家

庭向けに視覚支援セットを提供◯

構造化は重度自閉症児の生活の基

盤であり、導入しないこと自体が

支援の欠落である。 

4. 県の現行施策との整合性 

奈良県の資料には以下の記述が 

ある：「強度行動障害の予防」

「行動上の課題を誘発させない支

援」「家族支援の強化」「地域で

チームとして支援する体制の整

備」。PECS・ABA・構造化はこ

れらの目的と完全に一致する。つ

まり、本提案は現行施策の否定で

はなく、現行施策を本来あるべき

姿に進化させるための必然的な補

強である。 

 

5. 行政に求める結論 

奈良県の発達障害児支援は、軽

度〜中度の子どもには届いている

が、最も支援を必要とする重度自

閉症児には届いていない。これ

は、制度的な支援格差であり、行

政として看過できない重大な問題

である。PECS・ABA・構造化の

導入は、「新しい取り組み」では 

なく、重度自閉症児の基本的人権

を保障するための最低限の行政責

務である。奈良県が「こどもまん

なか」を掲げるのであれば、最も

困難な子どもを支援の中心に据え

ることが不可欠である。本提案の

速やかな検討と実施を強く求め

る。 

2026年8月6日 

 ※以上は令和 8年度奈良県発

達障害者支援地域協議会におい

て、奈良県自閉症協会からの配布

文書 
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奈良県の発達障害者支援を地域包括的に再構築し、支援の連携と機能分担を強化する提案。 
                                         平成8年8月 

特定非営利活動法人奈良県自閉症協会 

背景と課題 

• 成人・高齢期の支援不足と孤立、8050問題の深刻化。 

• 支援機関の縦割りと制度の空白。 

• 高齢者支援は地域包括支援センターが対応。 

 

提案の概要 

• 市町村の重層的支援体制と県の専門機関の連携を強化。 

• 県は上部機関ではなく、後方支援と協議の場を提供。 

• 相談ルートの明確化と未導入市町村の支援。 

• 連携ルール策定と研修、アウトリーチの推進。 

 

具体施策 

• 相談ルートの統一と補完経路の整理。 

• 重層支援の基礎研修や協定の推進。 

• 高齢者支援と医療・家族会との連携。 

• インクルーシブ地域づくりと啓発。 

 

協議会への提案 

• 連携ルールと整備方針の協議場設定。 

• 市町村の対応力強化とモデル構築。 

• 専門的後方支援機能の拡充と連携促進。 
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奈良県における発達障害者支援の地域包括的再構築に向けた提案 

―重層的支援体制との連携による総合相談・コーディネート機能の強化― 

令和８年度発達障害者支援地域協議会令和8年8月6日 

１．提案の目的 

成人期・高齢期の発達障害者の孤立、8050問題、家族の疲弊が深刻化する中、市町村の重層的支援体制整備事業と県の

専門的支援機関が役割分担しつつ緊密に連携する体制を築く。県が新たな相談機関を上乗せするのではなく、市町村の重

層を「入口」、県センターを「後方支援」とし、両者を発達障害者支援地域協議会で結び直す具体策を提示する。 

２．奈良県の現状と課題 

・成人期・高齢期の支援体制が脆弱（子ども期偏重）／8050問題（高齢の親と中年の発達障害者の孤立）が顕在化 

・支援機関の縦割り（支援センター＝相談中心、精神科＝診断中心、障害福祉＝利用者限定、就労支援＝対象限定）に

より生活支援に空白 

・地域包括支援センターは介護保険法上の高齢者支援機関であり中心にはなり得ないが、現行制度内での関与は可能 

・重層的支援体制整備事業は市町村の任意事業であり、県内でも導入・未導入が混在→未導入市町村の受け皿整理が必

要３．役割分担の基本的考え方（現行制度の枠内） 

主 体 役割（機能分担） 根拠等 

市町村 重層的支援体制 一次・入口機能（属性を問わない断らない相談） 社会福祉法106条の4（市町村任意事業） 

県 発達障害者 支援センタ

ー 
専門的後方支援（二次機能）。身近な場所での支援に配慮 発達障害者支援法14条・14条3項 

発達障害者支援 地域協議

会 
連携ルール・整備方針の協議・合意形成の場 発達障害者支援法19条の2 

地域包括 支援センター 高齢化した発達障害者への対応（認知症鑑別・介護調整・

後見等） 
介護保険法（現行制度の範囲で関与） 

→ 県は市町村の「上部機関」ではなく、専門的後方支援と協議・連携の場を提供する立場。関係は上下ではなく機能分担・水平的連携。 

４．奈良県が整備すべき具体的施策 

・県内統一の「総合相談ルート」の明確化（若年・成人期→重層／高齢期→包括支援／専門→支援センター／医療→精

神科）、重層未導入市町村は既存相談体制を一次窓口として補完 

・重層的支援体制の発達障害者対応力強化（基礎研修、連携協定、支援会議ルール整備、アウトリーチ、8050早期把握

の仕組み） 

・地域包括支援センターとの連携プロトコル策定（高齢化した発達障害者の支援ルート、認知症鑑別、成年後見の共同

支援、介護サービス調整） 

・奈良県版「インクルーシブ地域づくり」（合理的配慮の啓発、商工会議所等との協働、市町村地域福祉計画への居場

所づくりの位置づけ） 

５．地域協議会への提案事項 

・①協議会を「連携ルール・整備方針の協議の場」として明確に位置づける 

・②市町村へ重層的支援体制の発達障害者対応力強化を、県の後方支援とともに要請する 

・③奈良県版「8050問題支援モデル」（重層・地域包括・医療・家族会の連携）を構築する 

・④発達障害者支援センターの専門的後方支援機能（助言・研修・困難ケース受入）を拡充する 

６．結論 

重層的支援体制を一次・入口、県センターを専門的後方支援、地域包括支援センターを高齢期対応とし、地域協議会で

の協議・連携で結び合わせることで、現行制度の枠内でもライフステージ全体を支える体制構築が可能。県の役割は「後

方支援機関」であり、この機能分担と水平的連携により支援の谷間・8050問題・親亡き後問題を予防する包括的支援モデ

ルを実現する。 
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なぜ日本の学校は「分ける」ことをやめられないのか 

―インクルーシブ教育をめぐる国と国連のズレ、そして「意思決定支援」という第三の道― 

特定非営利活動法人奈良県自閉症協会 

 理事長 河村舟二 

1．政府と国連のズレ ― 「中身」で見るか「場」で見るか 

2022年、国連障害者権利委員会は日本に特別支援教育（分離型）からインクルーシブ教育への転換

を勧告したが、文科大臣はその4日後に継続を明言した。両者は勧告の軽視ではなく、教育の目的その

ものについての物差しの違いから平行線をたどっている。 

観点 日本政府の論理 国連（障害者権利委員会）の論理 

判断基準 中身で判断：わかること・達成感を

最優先。多様な学びの場＝合理的配

慮 

場で判断：別の環境で学ぶ制度は質

を問わず「分離」。条約24条は通常

校側の変更を要求 

条約解釈 「一般教育制度」を「教育制度一

般」と訳し、特別支援学校も制度内

の選択と位置づけ 

特別支援学校への就学は条約が求め

るinclusionとは異なるsegregation

と理解 

2．溝が埋まらない構造的要因 

・学力中心の教育文化：到達度重視の制度設計が、共に学ぶことの価値をかすませる 

・人員・予算の不足：通常学級での支援体制が、文科省自身も認めるとおり未整備 

・特別支援学校の専門性と保護者の信頼：蓄積された専門性ゆえに制度変更への抵抗が大きい 

・「分けることは悪くない」という社会的感覚：国連の言う「分離」という発想が共有されていない 

・勧告に法的拘束力がないこと：政府は「参考意見」として国内制度の維持を優先できる 

3．「答え」はすでにある ― しかし全国化されない 

大空小学校（大阪市立・木村泰子元校長）や堀智晴教授（元大阪市立大学）の実践は、国連が求める

理念をすでに現実に体現している。文科省も「優れた実践」と認めるが、教員数・予算の制約や特別支

援学校（全国約1,100校）をめぐる利害の複雑さから、全国標準として制度化するとは明言していない。

ここにあるのは理念の対立ではなく、政治的・制度的な「踏み切れなさ」である。 

4．要望書の戦略 ― 対立軸をずらし、実務の穴を突く 

「分離か包摂か」という平行線の理念対立には踏み込まず、意思の表明が困難な児童生徒について、

誰が・どのような手続きで・何を基準に就学先を決めているのかという、これまで問われてこなかった

実務上の空白に焦点を当てる。「本人の意思の尊重・意思決定支援」は条約にも障害者基本法にも共通

する理念であり、どちらの立場からも反対しにくい。要望書は次の6点を提案する。 

・①意思決定支援を尽くすこと ②最善の利益の明示的な判定 ③本人のための独立した関与者 

・④通常環境を出発点とすること ⑤合理的配慮の事前評価 ⑥定期的な見直し 

大空小学校等の実践知も、理念の象徴としてではなく「通常環境を出発点とする」という手続き原則の

裏づけとして位置づけ直せる。財源や人員配置の議論を経ずとも、決定プロセスの設計だけで前進させ

られる可能性がある点が眼目である。 

5．結論 

「分離か包摂か」という理念の対立が動かないのであれば、まずは「決定の手続きが本人のためにな

っているか」という、より小さく、しかし誰も反対しにくい問いから制度を動かしていく。これが要望

書の現実的な意義である。 
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厚生労働省からの周知依頼によると、この度、発達障害の特性についての理解促進を目的として、令和

８年８月28日から全国公開となる映画『平行と垂直』（出演：安田章大、のん ほか）とタイアップを行

うこととなり、普及・啓発ポスター（タイアップポスター）を作成しました。とのことです。 

       

 発行人：関西障害者定期刊行物協会

住 所：〒５４３－００１５ 

大阪市天王寺区真田山町２－２ 東興ビル４

F編集人：奈良県自閉症協会 

定 価：１００円 
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